
インプット アクティビティ アウトプット インパクト

誰・何が（に） どう働きかける 実施結果 ありたい姿

初期 中期 長期

 

KPI（定量）

KPI（定性）

ロジックモデル

・福祉サービス利用にあたり、不都合や不満はないと感じる割合

基本目標１　つなげる

アウトカム

どう変化する

・民生委員・児童委員、地域福祉協力員の活動件数 （R7 25,188件）
・生活困窮者自立支援事業新規相談件数   　　　　（R7 243件）

行
政

社
会
福
祉
協
議
会

地
域
活
動
団
体
・
企
業

 多機関連携会議・研修会の実施

●庁内連携会議等の開催

●多職種連携会議の開催

●多職種対象研修会の開催

●研修等の参加者枠を広げる

 情報共有体制の構築

●相談先を記載したチラシやカードを自治会や民生

委員・児童委員に配布及び公共機関等に設置

●自治会や民生委員・児童委員に各機関へ情報提供

してほしい事例を伝える

 地域活動団体との連携

●自治会、民生委員・児童委員、地域福祉協力員に

よる活動

●こども食堂や地域サロンに参加し、活動や地域の

実態把握を行う

 情報発信

●市HPや広報で事業の周知啓発

●市HPやチラシで相談窓口の周知啓発

 相談窓口の整備（対面・ICT）

●こどもの発達相談窓口によるメール相談受付

●問い合わせメールの相談メールとしての活用を検

討

 連携会議・研修会開催数

●庁内連携会議

・ＤＶ対策庁内連携会議 1回

・包括的支援体制整備庁内検討チーム会議 ５回

●多職種連携会議

・生活困窮者自立支援制度支援調整会議 12回

・市地域自立支援協議会 全体会2回 幹事会7回

・比企地域自立支援協議会 全体会2回 幹事会6回

・ひきこもり会議 2回

・自立支援型地域ケア会議 7回

・保健所管内の連携会議 2回

・要保護児童対策地域協議会 代表者会議１回、実務者会議８回

●多職種対象研修会

・相談支援に関する研修会 3回

・市多職種連携研修 1回

・ゲートキーパー養成講座 1回

支援機関同士の役

割理解が深まる

複合課題ケースへ

の対応力が向上す
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制度の狭間を生ま

ない包括的支援体

制が定着する

地
域
で
支
え
合
い

自
分
ら
し
く
暮
ら
せ
る
ま
ち

東
松
山

 相談件数

・生活困窮者自立相談支援事業の新規相談件数 243件

・ひきこもり相談件数 4l件

・こども発達相談窓口相談件数 31件

支援機関同士の相

談・連絡が活発に

なる

住民が相談窓口を

認知する

相談から支援につ

ながる割合が向上

する
 情報発信回数

・相談窓口一覧の作成、配布（市HP、関係機関へ配布1回）

・ケアラー月間広報掲載 1回

・児童虐待防止推進月間広報掲載 1回

・いじめ撲滅強調月間広報掲載 1回

・こども家庭センター周知（市HP、妊娠届・新生児訪問時チラシ配布、広報掲載1回）
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多機関連携への意

識が高まる

情報共有が円滑に

なる
 連携案件数（共同対応ケース）

・配偶者暴力相談支援センターと関係機関等との連携件数 60件

・こども家庭センターと児童相談所との連携件数 45件

誰もが必要な支援

につながる

 地域活動団体との連携

・自治会と民生委員・児童委員との情報交換会 2回

・民生委員・児童委員、地域福祉協力員の活動件数 25,188件

・主任児童委員によるウェルカムベビー訪問件数 364件

・庁内フードドライブ実施回数 1回（市内こども食堂へ食材提供）

・こども食堂補助金説明会 1回（補助金説明時に、市との連携について説明）

【市・資料２】


